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健康局 水道課

１－（１）平成23年度水道関係予算(案)について

平成２３年度水道施設整備費予算(案)平成２３年度水道施設整備費予算(案)

平成２２年度
予 算 額

平成２３年度
予 算 案

対 前 年 度
増 △ 減 額

百万円単位（単位未満四捨五入）

予 算 額 予 算 案 増 △ 減 額

水道施設整備費 ７３,６６０ ４１,６４４ △３２,０１６

簡 易 水 道 ２１,１８８ １６,８９８ △ ４,２９１

上 水 道 ５２,４３５ ２４,７０７ △２７,７２８

補 助 率 差 額 ０ ６ ６

事 業 調 査 費 ３７ ３３ △ ３

※ 厚生労働省、内閣府（沖縄）、国土交通省（北海道、離島・奄美、水資源機構）計上分の総計
※ 上水道の補助金のうち都道府県相当分については 内閣府計上の「地域自主戦略交付金(仮称)」※ 上水道の補助金のうち都道府県相当分については、内閣府計上の「地域自主戦略交付金(仮称)」

により対応



地域自主戦略交付金（仮称） 5,120億円
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水道ビジョンフォローアップ調査

１）水道の運営基盤の強化１）水道の運営基盤の強化１）水道の運営基盤の強化１）水道の運営基盤の強化

２）安心・快適な給水の確保２）安心・快適な給水の確保２）安心・快適な給水の確保２）安心・快適な給水の確保

３）３）災害対策等の充実３）３）災害対策等の充実
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４）環境・エネルギー対策の強４）環境・エネルギー対策の強
化化

４）環境・エネルギー対策の強４）環境・エネルギー対策の強
化化

５）国際協力等を通じた水道分５）国際協力等を通じた水道分
野の国際貢献野の国際貢献

５）国際協力等を通じた水道分５）国際協力等を通じた水道分
野の国際貢献野の国際貢献
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我が国の経験の海外移転による我が国の経験の海外移転による
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H37年頃以降は、更新需要が投資額を上回る

水道施設の老朽化
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耐震適合率はまだ低く、地域によるばらつきがある

水道施設の耐震化
水道事業は全国の電力の約０．８％を消費
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調査分析を踏まえ、必要な対策・

新・水道ビジョンの策定新・水道ビジョンの策定
（平成２４年度全面改訂予定）

アセットマネジメントの導入による経済最適化を目指した持続可能な事業運営による目標達成
反

施策を水道ビジョンに反映

各地域・水道事業体における各地域・水道事業体における

地域水道ビジョンの見直し地域水道ビジョンの見直し

アセットマネジメントの導入による経済最適化を目指した持続可能な事業運営による目標達成
経済最適化を目指した老朽施設更新対策
経済最適化を目指した耐震化促進策
省エネルギー化促進策

反
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対策
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向上

省エネ
推進



地域主権（地方分権）への対応

地方分権改革推進計画
（平成21年12月15日閣議決定）

地方公共団体による事業認可に係る提出書

対応方針（案）

地方公共団体による事業認
可に係る申請事務の簡素化

地方公共団体による事業認可に係る提出書
類の削減

軽微な変更の範囲を以下の要件について拡
大

厚生労働大臣の認可を要し
ない軽微な変更の範囲の大
幅な拡大

大

 人口増加

 給水量増加

地域主権戦略大綱
（平成22年６月22日閣議決定）

 取水地点変更

水道の布設工事監督者の配置基準、資格基
準及び水道技術管理者の資格基準を条例委

義務付け・枠付けの見直しと
条例制定権の拡大の具体的
措置

準及び水道技術管理者の資格基準を条例委
任

専用水道及び簡易専用水道に係る権限を移
譲（すべ 市 移譲）

措置

権限移譲

計画等の策定及びその手続
見直

譲（すべての市へ移譲）

地域水道原水水質保全事業に係る都道府県
計画において、定めるべき規定の一部廃止及

157

の見直し び公表の努力義務化

近年の災害による水道の被害状況

１－（３）水道における災害・危機管理について

地 震 名 発 生 日
最大
震度

地震の規模
(Ｍ)

断水戸数
最大

断水日数

近年の災害 よる水道の被害状況
ここ数年、毎年のように地震や洪水による広範囲の断水等の被害が生じている。

地 震 名 発
震度 (Ｍ)

断水戸数
断水日数

新潟県中越地震 平成16年10月23日 7 6.8 約 130,000戸
約1ヶ月

（道路復旧等に時間を要
した地域を除く）

能登半島地震 平成19年 3月25日 6強 6.9（暫定値） 約 13,000戸 13日

新潟県中越沖地震 平成19年 7月16日 6強 6.8（暫定値） 約 59,000戸 20日

18日岩手・宮城内陸地震 平成20年 6月14日 6強 7.2（暫定値） 約 5,500戸 18日
（全戸避難地区を除く）

岩手県沿岸北部を
震源とする地震

平成20年 7月24日 6弱 6.8（暫定値） 約 1,400戸 12日
震 震

駿河湾を震源とする
地震

平成21年8月11日 6弱 6.5（暫定値） 約75,000戸※ 3日

※駿河湾で断水戸数が多いのは緊急遮断弁の作動によるものが多数あったことによる。※駿河湾で断水戸数 多 のは緊急遮断弁の作動 よるもの 多数あ た よる。

時期・地域名 断水戸数
最大

断水日数

平成21年7月中国・九州北部豪雨 約87,000戸 11日平成21年7月中国 九州北部豪雨 約87,000戸 11日

平成22年梅雨期豪雨（山口県、秋田県、広島県等） 16,726戸 6日

平成22年10月奄美地方等豪雨 3,500戸 10日



水道基幹管路の耐震化の状況

水道管路は高度成長期に多くの布設がなされているが、これらは耐震性が低く、震災時の安定給水に課題が
ある。全国の耐震適合性のある管路の割合は30 3％（給水人口５万人以上で約35％）にとどまり、耐震化の推

100%

都道府県別の基幹管路の耐震適合率

ある。全国の耐震適合性のある管路の割合は30.3％（給水人口５万人以上で約35％）にとどまり、耐震化の推
進が必要な状況である。
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耐震化計画の策定状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水道施設（浄水施設・配水池）
0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹管路

給水人口

120

126

862111

100

8715万人未満

5万人以上20万人未満

給水

126

27

218

52

100

27

244

52

5万人以上20万人未満

20万人以上50万人未満

7

12

4

3

7

11

4

4

50万人以上100万人未満

100万人以上 12

292

3

1,139

11

256

4

1,175

100万人以上

⽔道事業全体

36 5025 61⽔道⽤⽔供給事業

計画策定済事業者の割合（数値は事業者数）

事業規模が小さいほど、耐震化計画の策定が進んでいない状況



①財政支援

耐震化の計画的実施
①財政支援

国庫補助による建設事業費の負担軽減

追 げ耐震化に関する国庫補助対象の追加と補助率の引上げ（平成2年度以来随時）
平成22年度耐震化関連当初予算額118億円、補助率1/3～1/2
平成22年度補正予算において耐震化事業費を計上 ほか

②技術支援

計画的な耐震化実施のための手引き書類の整備

「水道の耐震化計画等策定指針」（H20.3）

「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管
理）に関する手引き」(H21.7)
「水道施設耐震工法指針・解説2009」（日本水道

協会） ほか

③その他③その他

水道関係団体と連携して「水道施設・管路耐震性
改善運動」を展開、キャンペーン等による啓発活改善運動」を展開、キャン ン等による啓発活
動の実施

第２期啓発用ポスター（平成22年度～）

事業評価の適正な実施について事業評価の適正な実施について

水道施設整備事業の事前評価及び再評価水道施設整備事業の事前評価及び再評価

「水道施設整備事業の評価の実施について」（平成１６年７月１２日）に基づ
き、本体着工前の適切な時期の評価及び原則５年ごとの評価を実施

「水道施設整備事業 評価実施要領 （平成１６年７月１２ ）「水道施設整備事業の評価実施要領」（平成１６年７月１２日）
「水道施設整備費国庫補助事業評価実施細目」
「水道事業の費用対効果分析マニュアル」 に基づき評価を実施

・事業評価の事例・知見の蓄積

・総務省点検での勧告

・実施要領 実施細目 マニュアルを 部改訂予定

総務省点検での勧告

・事業仕分け

・実施要領、実施細目、マニュアルを一部改訂予定
・「水道施設整備事業の評価実施要領等解説と運用」を策定予定




